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１ 人口の現状分析 

（１）人口・世帯の動向 

① 人口の動向 

●平成 27年 10月 1日の総人口は 149,179人、リーマンショック以降は人口増加が鈍化傾向 

●ゆるやかではあるものの少子高齢化が進行、平成 27年時点で約５人に１人が高齢者 

 

総人口（図表 1）は平成 21（2009）年頃まで着実に増加していましたが、平成 20（2008）年

９月に起こったリーマンショックの影響により、その増加数は鈍化し、ほぼ横ばいで推移して

います。平成 27（2015）年 10 月１日時点の人口は 149,179 人となっていますが、同年１月１

日では 148,589人で、これは、昭和 50（1975）年（40年前）の約 1.6倍、平成７（1995）年（20

年前）の約 1.2倍にあたります。 

３区分別人口割合の推移（図表 2）をみると、年少人口割合は約 15％程度で推移しており、

大きな変化はありませんが、生産年齢人口割合は減少傾向、老年人口割合は増加傾向で、平成

27年時点では、約５人に１人が高齢者となっています。 

年齢１歳階級別に現在の人口構成（図表 3）をみると、団塊の世代である 65歳前後、団塊ジ

ュニア世代である 40歳前後の人口が多くなっています。しかし、団塊ジュニア世代の子どもの

層である 10歳前後は、人口の増加傾向は見られません。 

 

図表 1 総人口の推移（各年１月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 27年 10月 1日現在の総人口は 149,179人 

資料：刈谷の統計 
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したもの。 

年少人口  ：年齢別人口のうち 0～14歳の人口層。 

生産年齢人口：年齢別人口のうち労働力の中核をなす 15～64歳の人口層。 

老年人口  ：年齢別人口のうち 65歳以上の人口層。 
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図表 2 ３区分別人口の推移（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：刈谷の統計 

 

図表 3 男女別１歳階級別人口（平成 27年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：刈谷の統計 
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② 世帯の動向 

●世帯数は増加傾向、世帯人員は減少傾向にあり、世帯の小規模化が進む 

 

世帯数及び世帯人員の推移（図表 4）をみると、世帯数は大きく増加していますが、世帯人

員は減少しており、平成２（1990）年には３人/世帯を、平成 22（2010）年には 2.5人/世帯を

下回り、平成 27（2015）年では 2.38人/世帯となっています。 

これは、単身世帯や核家族世帯の増加と、三世代同居世帯の減少によるものと考えられます。 

 

図表 4 世帯数、世帯人員推移（各年１月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：刈谷の統計 
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（２）出生・死亡・合計特殊出生率の状況 

① 出生・死亡の状況 

●自然増が続いているが、死亡数の増加により増加数は鈍化 

 

平成 17（2005）年以降の自然増減（図表 5）をみると、出生数が死亡数を上回り、自然増の

状況が続いています。ただし、増加数については、近年は死亡数がやや増加しているため、平

成 26（2014）年には 763人増と縮小傾向にあります。 

合計特殊出生率と出生数の推移（図表 6）をみると、愛知県や全国値よりも高い水準で推移

しており、平成 26年時点では、全国よりも 0.35ポイント高い 1.77となっています。また、出

生数は、ほぼ横ばいで推移しています。 

 

図表 5 自然動態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：刈谷の統計 

図表 6 合計特殊出生率と出生数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：出生率は日本人のみ。出生数には外国人を含む  資料：愛知県人口動態統計、刈谷の統計  
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② 若年女性人口と出生数の状況 

●若年女性人口の減少が続いているが、出生数は横ばいで推移 

 

20～39歳の若年女性人口（図表 7）の推移をみると、平成 18（2006）年の 21,456人をピー

クに減少傾向となっており、平成 27（2015）年には 18,465人とピーク時の 86％程度となって

います。 

若年女性人口と出生数の推移（図表 8）をみると、若年女性人口は減少傾向にあるものの、

出生数については、ほぼ横ばいで推移しています。 

 

図表 7 若年女性人口の推移（各年４月１日現在） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：刈谷の統計 

図表 8 若年女性人口と出生数の推移（若年女性人口は各年４月１日現在、出生数は各年１～12月計） 
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③ 母親の年齢と出生の関係 

●20代から 30代前半の母親の出生数が減少、出産時の母親年齢が上昇し、晩産化が進む 

 

母親の５歳階級別出生数の推移（図表 9）をみると、母親の年齢が 30代後半以降では出生数

が増加していますが、平成 15（2003）年と比較すると、20代や 30代前半では減少しています。 

愛知県の子どもの出生順位別にみた母親の平均年齢（図表 10）では、第１子から第３子まで、

どの出生順位においても母親の平均年齢は上昇しています。特に、第１子と第２子の平均年齢

の上昇が顕著であり、10年間で第 1子は 1.6歳、第２子は 1.4歳の上昇となっています。 

母親の５歳階級別出生数の推移や子どもの出生順位別母親の平均年齢からは、晩産化の傾向

が顕著になっていることがうかがえます。 

 

図表 9 母親の５歳階級別出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：出生数は日本人のみ 

資料：愛知県人口動態統計 

図表 10 愛知県における子どもの出生順位別母親の平均年齢推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省人口動態調査  
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●20代後半から 30代前半の母親の出生率、第１子の出生率が全国値と比べて特に高い 

 

母親の年齢５歳階級別に平成 20（2008）～24（2012）年の合計特殊出生率の内訳を全国値と

比較（図表 11）すると、40 代以外のすべての年齢層において、本市の出生率は全国値を上回

っています。特に、25～34歳の出生率が高くなっており、全国値を 0.2ポイント程度上回って

います。 

同様に、出生順位別の内訳を全国値と比較（図表 12）すると、第１子と第２子の出生順位に

おいて、本市の出生率は全国値を大幅に上回っています。特に、第１子の出生率が 0.92と高く

なっており、全国値を 0.3ポイント程度上回っています。 

 

図表 11 母親年齢５歳階級別の合計特殊出生率の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域少子化・働き方指標（第１版） 

 

図表 12 出生順位別の合計特殊出生率の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域少子化・働き方指標（第１版） 

  

0.024

0.180

0.435
0.476

0.226

0.041
0.001

0.028

0.222

0.606 0.624

0.249

0.038
0.001

0.000

0.100

0.200

0.300

0.400

0.500

0.600

0.700

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

全国 刈谷市

0.65

0.51

0.23

0.92

0.63

0.23

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

第１子 第２子 第３子以降

全国 刈谷市



 

8 

72.2%

(5,413世帯) 70.4%

(4,613世帯)

72.5%

(4,581世帯)

76.8%

(5,066世帯)

83.0%

(6,033世帯)

85.6%

(6,389世帯)
86.7%

(5,989世帯)

26.4%

(1,983世帯)
29.5%

(1,937世帯)

25.5%

(1,614世帯)

21.4%

(1,414世帯)

15.0%

(1,090世帯)

12.1%

(903世帯) 10.5%

(727世帯)

1.4%

(106世帯)

0.1%

(5世帯) 2.0%

(124世帯)

1.7%

(114世帯)

2.0%

(146世帯)

2.3%

(175世帯)
2.8%

(192世帯)

7,502

6,555 6,319
6,594

7,269 7,467
6,908

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

昭和55年

(1980)

昭和60年

(1985)

平成2年

(1990)

平成7年

(1995)

平成12年

(20009

平成17年

(2005)

平成22年

(2010)

核家族世帯 三世代同居世帯 その他

86.7%

(5,989世帯)

85.5%

(27.0万世帯)

83.7%

(408.2万世帯)

10.5%

(727世帯)

11.2%

(3.5万世帯)

12.3%

(60.1万世帯)

2.8%

(192世帯)

3.3%

(1.0万世帯)

4.0%

(19.4万世帯)

75% 100%

刈谷市

愛知県

全国

核家族世帯 三世代同居世帯 その他

④ ６歳未満の子どものいる世帯類型 

●小さな子どものいる世帯では核家族化が進み、三世代同居世帯が大きく減少 

 

６歳未満の子どものいる世帯類型（図表 13）をみると、核家族世帯が増加しており、三世代

同居世帯は減少しています。昭和 55（1980）年と平成 22（2010）年を比較すると、三世代同居

世帯は 30年間で半分以下に減少しています。 

また、平成 22年の全国や愛知県平均と比較すると、本市は、核家族世帯の構成割合が高く、

三世代同居世帯の構成割合が低くなっています。 

 

図表 13 ６歳未満の子どものいる世帯類型 
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資料：国勢調査 

  

51.1%

(2,078世帯)
51.3%

(2,005世帯)

54.2%

(2,052世帯)

60.0%

(2,127世帯)

67.1%

(2,520世帯)

71.8%

(2,907世帯)

74.7%

(3,111世帯)

46.8%

(1,902世帯)
46.3%

(1,808世帯)
43.8%

(1,657世帯)
37.7%

(1,336世帯)

29.5%

(1,108世帯)

24.2%

(978世帯)

21.5%

(896世帯)

2.1%

(87世帯) 2.4%

(94世帯)
2.0%

(77世帯) 2.3%

(80世帯)

3.4%

(128世帯)

4.0%

(163世帯)

3.8%

(157世帯)

4,067
3,907 3,786

3,543
3756

4048 4164

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

S55

(1980)

S60

(1985)

H2

(1990)

H7

(1995)

H12

(2000)

H17

(2005)

H22

(2010)

核家族世帯 三世代同居世帯 その他

半減以下 

世帯数（世帯） 

約 1.1倍 

0% 



 

9 

29.2 29.2
29.4

29.6
29.8 29.7 29.7

29.9 29.9
30.1 30.1

27.2 27.4
27.6 27.6

27.8 27.8
28.0 28.1 28.1 28.2

28.5

26.5

27.0

27.5

28.0

28.5

29.0

29.5

30.0

30.5

31.0

31.5

平成15年

(2003)

平成16年

(2004)

平成17年

(2005)

平成18年

(2006)

平成19年

(2007)

平成20年

(2008)

平成21年

(2009)

平成22年

(2010)

平成23年

(2011)

平成24年

(2012)

平成25年

(2013)

（歳）

男性(刈谷市) 男性(愛知県) 男性(全国)

女性(刈谷市) 女性(愛知県) 女性(全国)

⑤ 初婚年齢の推移 

●男女ともに初婚年齢が上昇しており、晩婚化が進む 

 

平均初婚年齢の推移（図表 14）をみると、全国的な傾向として男女ともに上昇傾向にあり、

本市（衣浦東部保健所管内）では、平成 25（2013）年で、男性 30.1歳、女性 28.5歳となって

おり、どちらも平成 15（2003）年（10年前）と比べると１歳程度上昇しており、ゆるやかでは

ありますが晩婚化が進んでいます。 

ただし、本市（衣浦東部保健所管内）の平均初婚年齢は、愛知県や全国平均値と比べると男

女ともに低くなっています。 

 

図表 14 平均初婚年齢の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※刈谷市平均値は、衣浦東部保健所管内の平均値とみなす 

資料：愛知県衛生年報 

  

男女とも上昇 
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⑥ 有配偶者率の推移 

●男女ともにすべての年代で有配偶者率が低下し、未婚化が進む 

●25～39 歳の未婚率は、男性 52.6％、女性 29.0％で、男性の未婚率は、全国平均と比べ、

特に高い 

 

有配偶者率の推移（図表 15、図表 16）をみると、男性では、昭和 55（1980）年以降、20～

24歳ではほぼ横ばいで推移していますが、他の年代では低下傾向が続いており、特に、35～39

歳、40～44歳の落ち込みが大きくなっています。女性では、20～49歳までのすべての層で有配

偶者率は低下しており、特に、25～29歳で落ち込みが大きくなっています。 

また、25～39 歳の未婚率（図表 17）をみると、女性は 29.0％であり全国平均と比べても低

くなっていますが、男性は 52.6％で全国平均を上回っています。 

 

図表 15 有配偶者率の推移（男性） 図表 16 有配偶者率の推移（女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

図表 17 25～39歳の未婚率（平成 22年） 

 男性 女性 

刈谷市 52.6％（1,267位／1,742中） 29.0％（216位／1,742中） 

全国平均 49.8％ 37.7％ 

資料：地域少子化・働き方指標（第１版） 
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（３）転入・転出の状況 

① 社会動態 

●リーマンショック以降は一時的に転出超過となっていたが、近年は転入超過で推移 

 

本市の社会増減（転入数－転出数）（図表 18）をみると、平成 20（2008）年までは転入超過

で推移していましたが、平成 20年のリーマンショックが本格的に影響し始めた平成 21（2009）

年以降は、転出超過となりました。その後、国による景気回復を目指した経済対策が講じられ

た平成 24（2012）年以降は転入超過で推移しています。 

また、平成 21 年頃までは、転入、転出でそれぞれ１万人前後の動きがありましたが、平成

22（2010）年以降は７千から８千人台となっており、人口の動きが少なくなってきています。 

 

図表 18 社会動態推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：刈谷の統計 

  

転出超過 
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② 県内外別の転入・転出の状況 

●転入・転出ともに毎年７千人程度の移動、うち６～７割が県内移動、男性の転出入が多い 

 

近年の市内への転入者について、従前の居住地別の動向（図表 19）をみると、転入者は 7,000

人弱で、うち 4,000人程度、約６割が県内からの転入となっています。男女別にみると、男性

の転入者が女性と比較して約 1.5倍と多く、県外からの転入者では男性の方が女性より２倍近

く多くなっています。 

また、近年の市外への転出者について、転出先の居住地別の動向（図表 20）をみると、転出

者数は 7,000 人程度から 6,500 人程度へ減少しています。転出者のうち、5,000 人程度、約７

割が県内への転出となっています。男女別にみると、男性の転出者の方が女性と比較して 1.5

倍程度多くなっています。 

 

図表 19 県内外別男女別転入者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口移動報告（日本人のみ） 

 

図表 20 県内外別男女別転出者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口移動報告（日本人のみ）  
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③ ３大都市圏との転出入動向 

●３大都市圏との転出入の動向では、いずれも転入超過となっている 

●20～29歳の男性の東京圏へ転出する人口は減少傾向にある 

 

３大都市圏（東京圏、東海圏、大阪圏）との転出入の動向（図表 21）をみると、各都市圏と

も転入超過となっています。 

特に、東京圏においては、転入者数は 500人あまりでほぼ横ばいで推移していますが、転出

者数が減少傾向となっているため、社会動態としては増加傾向となっています。 

社会動態の増加傾向が大きい東京圏への転出者数について、男女別年齢別（図表 22、23）の

推移をみると、特に男性の 20～29歳の転出者数の減少が続いており、東京圏への進学や求職の

ための転出人口が減少しているものと考えられます。 

 

図表 21 ３大都市圏との転出入動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口移動報告（日本人のみ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  東京圏：東京都、千葉県、埼玉県、神奈川県の１都３県 

東海圏：静岡県、岐阜県、三重県の３県 
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図表 22 10歳階級別「男性」の東京圏への転出者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口移動報告（日本人のみ） 

 

図表 23 10歳階級別「女性」の東京圏への転出者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口移動報告（日本人のみ） 
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④ 近隣市町との転入・転出の動向 

●豊田市・知立市・高浜市からは転入超過、名古屋市・安城市・岡崎市へは転出超過 

 

平成 26（2014）年における近隣市町との転出入の動向(図表 24、25、26)をみると、転入者

数では、名古屋市、知立市、安城市、豊田市が多く、転出者数では、名古屋市、安城市、知立

市が多くなっています。 

また、転入超過となっているのは、豊田市、知立市、高浜市のみで、転出超過となっている

のは、主に名古屋市、安城市、岡崎市となっています。 

 

 

図表 24 近隣市町からの転入（平成 26年） 図表 25 近隣市町への転出（平成 26年） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 26 近隣市町との間での転出入（平成 26年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口移動報告（日本人のみ）  
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⑤ ０～９歳児の転入・転出の動向 

●子どものいる世帯の近隣市町への転出超過傾向が顕著 

 

平成 26（2014）年における０～９歳児の転出入の動向(図表 27、28、29)をみると、転入者

数では、名古屋市、知立市、安城市が多く、転出者数では、名古屋市、安城市、岡崎市、知立

市が多くなっています。 

また、知立市との間では若干の転入超過となっていますが、それ以外の市町との間では転出

超過となっており、特に、安城市、岡崎市、名古屋市への転出超過が大きくなっています。 

これは、０～９歳児の単身での移動は考えられないため、小さな子どものいる世帯が近隣市

町へ転出する傾向が強いと考えられます。 

 

図表 27 ０～９歳児の近隣市町からの転入 

（平成 26年） 

図表 28 ０～９歳児の近隣市町への転出 

（平成 26年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 29 ０～９歳児の近隣市町との間での転出入（平成 26年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口移動報告（日本人のみ）  
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① ５歳階級別人口増減の動向 

●男女ともに 10代後半から 20代の若年人口の増加が顕著 

●子育て世帯（10代未満の子どもと 30代前後の親）の人口減少が顕著 

 

年齢５歳階級別の平成 22（2010）年から 27（2015）年までの各階級の増減(図表 30)をみる

と、男女ともに増減数の違いはあるものの人口増減の傾向はよく似ています。特に、15～24歳

⇒20～29 歳の年齢層で大きく増加していますが、０～４歳⇒５～９歳、25～34 歳⇒30～39 歳

の年齢層では減少が大きくなっています。 

10 代後半から 20 代における増加では、進学や市内の企業への就職による転入が大きな要因

となっているものと考えられ、20代後半から 30代の減少では、10歳未満の年齢層の減少を考

慮すると、住宅取得等に伴う子育て世帯の転出が大きな要因となっていることが考えられます。 

 

図表 30 ５歳階級別別増減数 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：刈谷の統計 
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② 子育て世帯の動向 

●子育て世帯（10代未満の子どもと 30代前後の親）の人口減少が顕著 

●特に未就学児の減少が顕著で、小学校入学前に転出する傾向がうかがえる 

 

年齢５歳階級別に平成 22（2010）年から 27（2015）年の各階級の増減(図表 31)をみると、

０～４歳⇒５～９歳、30～39歳⇒35～44歳の減少が大きくなっています。年少人口の減少はほ

とんどが転出と考えられ、また、子どもが単身で移動することは考えられないため、親と一体

的に転出していると考えられます。子どもの親の年齢層（30～44歳⇒35～49歳、）の移動をみ

ても、それぞれ減少となっており、30 代前後と 10 歳未満の子どもからなる子育て世帯が転出

しているものと考えられます。 

 

図表 31 ５歳階級別増減人数（H22⇒H27）          （人） 

 
 

平成 22年 平成 27年 増減 

年
少 

０～４ 7,716 7,919 ----- 

５～９ 7,366 7,033 -683 

10～14 7,621 7,291 -75 

生
産
年
齢 

15～19 7,432 7,966 345 

20～24 9,808 8,926 1,494 

25～29 12,179 11,348 1,540 

30～34 12,098 11,345 -834 

35～39 13,055 11,299 -799 

40～44 11,083 12,629 -426 

45～49 9,173 10,788 -295 

50～54 7,512 8,977 -196 

55～59 8,252 7,280 -232 

60～64 9,420 7,918 -334 

資料：刈谷の統計 

各年で９歳以下の子どもの移動（図表 32）をみると、１歳から５歳になるまでの減少が大き

く、小学校に入学する前までに転出する傾向があります。 

転出している子育て世帯を、夫婦と子ひとりの世帯と仮定すると、９歳以下の子どもを持つ

約 60世帯（180人）が、毎年、転出していることになります。 

 

図表 32 １歳階級別平成 22年から平成 27年の各年の増減人数        （人） 

  H22⇒H23 H23⇒H24 H24⇒H25 H25⇒H26 H26⇒H27 平均 

０⇒１歳 13 -4 12 7 -7 4 

１⇒２歳 -18 -5 -11 -2 -17 -11 

２⇒３歳 -13 5 -2 -10 -17 -7 

３⇒４歳 -15 -15 -11 -14 -8 -13 

４⇒５歳 -1 -4 -7 -18 -5 -7 

５⇒６歳 -14 -7 -13 -27 -13 -15 

６⇒７歳 1 -15 5 3 -5 -2 

７⇒８歳 -1 5 -14 -7 -4 -4 

８⇒９歳 -5 -9 -11 -6 2 -6 

９⇒10歳 6 -9 -11 0 2 -2 

合計 -47 -58 -63 -74 -72 -63 

資料：刈谷の統計  

1～5歳で

転出が多い 

子育て世帯 

の転出 
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（５）雇用・就労等の状況 

① 従業者 

●特化係数、従業員規模からみて「製造業」に強みを有する 

 

本市で働く従業者を男女別産業別（図表 33）にみると、男性では「製造業」が最も多く、次

いで、「卸売業・小売業」、「建設業」となっています。女性では「製造業」が最も多く、次いで

「卸売業・小売業」、「医療、福祉」となっています。 

産業別の従業者比率を全国と本市とで比較した特化係数をみると、特化係数が１を越えてい

るのは、男性では、「製造業」のみ、女性では、「製造業」、「宿泊業、飲食サービス業」、「教育、

学習支援業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」となっており、全体的に第２次産業において特

化係数が高く、第１次産業及び第３次産業で特化係数が低くなっています。 

また、平成 12（2000）年からの産業別人口の推移をみると、男性（図表 34）では、主に「建

設業」、「卸売業、小売業」、「サービス業」で減少傾向にあります。女性（図表 35）では、主に

「建設業」、「製造業」、「卸売業・小売業」、「サービス業」が減少傾向にあり、「宿泊業、飲食サ

ービス業」、「医療・福祉」、「公務」の従業者数が増加傾向にあります。 

男女別年齢別産業別（図表 36、図表 37）にみると、男女とも農業は 60歳以上が半数以上を

占め、後継者不足が懸念されます。男女とも特化係数の高い産業については、各年代に従業者

が分布しており比較的年齢のバランスがとれています。 

 

図表 33 従業地における男女別産業別従業員数及び特化係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 22年国勢調査 
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図表 34 従業地における産業別人口推移（男） 図表 35 従業地における産業別人口推移（女） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 図中の「０」は、分類が変更になっており、データがないもの 

資料：国勢調査 
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図表 36 年齢別産業人口（男性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 22年国勢調査 
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図表 37 年齢別産業人口（女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 22年国勢調査 
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② 通勤・通学の動向 

●名古屋市・安城市・豊田市への流出、名古屋市・安城市・知立市からの流入が多い 

 

近隣市町との通勤・通学動向をみると、本市から近隣市町に通勤・通学している人（図表 38）

は、名古屋市の 7,085人が最も多く、次いで安城市 6,114人、豊田市 4,215人となっています。 

近隣市町から本市に通勤・通学している人（図表 39）は、名古屋市の 10,000人が最も多く、

次いで安城市 8,231人、知立市 6,839人となっています。 

近隣市町との間で通勤・通学による流出入（図表 40）では、すべての市町との間で流入超過

となっており、特に、知立市、岡崎市、名古屋市からの流入超過数が多くなっています。 

 

図表 38 近隣市町への通勤・通学者 図表 39 近隣市町からの通勤・通学者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 40 近隣市町との間での通勤・通学者の流出入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 22年国勢調査 
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③ 昼間人口 

●通勤・通学による流入人口が多く、昼間人口が夜間人口を約３万人上回る 

 

昼間人口の推移（図表 41）をみると、本市では昼間人口が夜間人口を上回る状況が続いてお

り、平成 22（2010）年時点では、夜間人口が約 14.6万人であるのに対して、昼間人口は約 17.6

万人となっています。昼間人口が夜間人口よりも約３万人多くなっていることから、市外から

の通勤・通学による流入人口が多いことがうかがえ、昼間人口比率は 120.9となっています。 

 

図表 41 昼間人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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④ 女性の年齢別労働力率 

●女性の労働力率は 20 代、40 代、50 代前半では７割程度であるが、30 代、60 代以降では

６割を下回る。25年前との比較では、20代後半～30代前半の労働力率が大きく上昇 

 

年齢５歳階級別の女性の労働力率（図表 42）をみると、20代、40代、50代前半では７割程

度、30代と 60代以降では６割を下回る状況となっています。しかし、昭和 60（1985）年（25

年前）との比較では、25～34歳の労働力率は大きく上昇しています。また、全国や愛知県との

比較（図表 43）では、全体としては大きな差はありませんが、30～39 歳の労働力はやや低く

なっています。 

平成 22（2010）年の男女別正規雇用・非正規雇用割合（図表 44）においては、女性は男性

と比較して非正規雇用の割合が高く、半数以上が非正規雇用となっています。 

 

図表 42 女性の労働力率（昭和 60年との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

図表 43 女性の労働力率（全国、愛知県との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 22年国勢調査  
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図表 44 平成 22年の男女別正規雇用・非正規雇用割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 22年国勢調査 
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10,941,000

8,252,000

6,769,933

5,000,000

3,778,540

3,125,416

2,273,923

2,245,200

2,204,600
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1,909,620

1,773,094

1,690,277
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1,624,369
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1,474,669

1,455,542

1,425,003

1,342,632
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国営木曽三川公園１３８タワーパーク（一宮市）

名古屋港水族館（名古屋市）

めんたいパークとこなめ（常滑市）

豊田スタジアム（豊田市）

成田山名古屋別院（犬山市）

名古屋城（名古屋市）

愛・地球博記念公園（長久手市）

名古屋市科学館（名古屋市）

道の駅藤川宿（岡崎市）

瑞穂運動場（名古屋市）

刈谷市交通児童遊園（刈谷市）

（人）

刈谷ハイウェ

イオアシス, 

8,252,000人

刈谷市交通児

童遊園, 

1,342,632人

その他, 

863,734人

年間１,０４６万人

（６）交流人口 

① 観光入込客数 

●刈谷ハイウェイオアシスを中心に年間１千万人を超える観光入込客がある 

 

平成 26（2014）年愛知県観光レクリェーション利用者統計によると、刈谷市の観光レクリェ

ーション資源・施設における利用者数（観光入込客数）(図表 45)は、年間で 1,046万人となっ

ています。 

資源・施設別の内訳では、「刈谷ハイウェイオアシス」が 825万人と最も多く、全体の８割程

度を占めています。次いで、「刈谷市交通児童遊園」が 134万人と多くなっています。 

愛知県内における利用者数(図表 46)では、中部国際空港来場者（常滑市）に次いで、「刈谷

ハイウェイオアシス」が２位となっています。また、「刈谷市交通児童遊園」は 20位となって

います。 

 

図表 45 刈谷市の観光レクリェーション資源・施設における利用者数（観光客入込数） 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

図表 46 愛知県内における観光レクリェーション資源・施設における利用者数（上位 20位） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26年愛知県観光レクリェーション利用者統計  

■その他の主な観光資源の利用者数 

刈谷市総合文化センター 170,083 

刈谷わんさか祭り 150,000 

刈谷市ウォーターパレス KC 123,684 

万燈祭 102,000 

刈谷市美術館 96,792 

洲原公園（花見期間のみ） 60,410 

亀城公園(花見期間のみ） 47,200 

 

（人） 
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② 滞在人口（刈谷市内に２時間滞留した人口） 

●滞在人口は総人口の倍以上となる 30～40万人程度、平日の滞在人口が多い 

 

滞在人口(図表 47)は、年間を通して、総人口の倍以上となる 30～40万人程度で推移してい

ます。特に、平日は、休日と比べ毎月５～８万人程度多くなっています。また、時間別の推移(図

表 48)では、平日の７時から 18時頃の滞在人口が特に多くなっています。これは、休日に観光

等で来訪する人に比べて、平日に市内の企業で働く人や仕事関係で来訪する人が多くなってい

ることが要因と考えられます。 

 

 

図表 47 滞在人口の月別推移（平成 26（2014）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域経済分析システム（株式会社 Agoop「流動人口データ」） 

 

図表 48 滞在人口の時間別推移（平成 26（2014）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域経済分析システム（株式会社 Agoop「流動人口データ」） 
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２ 定住・出産・子育て等に関する市民の意識・希望 

（１）定住に関する意識・希望 

① 住みやすさの評価 

●市民の８２．４％が「刈谷市は住みやすい」と評価 

 

『総合的にみて、刈谷市は住みやすいところだと感じますか？』と尋ねたところ(図表 49)、

「たいへん住みやすい」が 24.9％、「どちらかといえば住みやすい」が 57.5％、あわせて 82.4％

が刈谷市は住みやすいと回答しています。 

 

図表 49 住みやすさの評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26年度市民意識調査 

(平成 27年 1月実施） 

 

② これからの居住意向 

●市民の８８．７％が「これからも刈谷市に住み続けたい」と回答 

 

『これからも刈谷市に住み続けたいと思いますか？』と尋ねたところ(図表 50)、「いつまで

も住み続けたい」が 49.1％、「当分住み続けたい」が 39.6％、あわせて 88.7％がこれからも

住み続けたいと回答しています。 

 

図表 50 これからの居住意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26年度市民意識調査 

(平成 27年 1月実施） 
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③ 市政に対する満足度評価 

●市民の４４．２％が刈谷市の市政に満足している一方、９．８％が不満と回答 

 

『刈谷市の市政（まちづくり）について満足していますか？』と尋ねたところ(図表 51)、「満

足」が 13.2％、「やや満足」が 31.0％、あわせて 44.2％が刈谷市の市政に満足しています。

一方、「不満」は 2.5％、「やや不満」は 7.3％、あわせて 9.8％が不満と回答しています。 

 

図表 51 市政に対する満足度評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26年度市民意識調査 

(平成 27年 1月実施） 

 

④ 市政に対する現状の満足度と重要度 

●「防犯・交通安全対策の推進」や「子育てしやすい環境の整備」などが重点課題 

 

第７次刈谷市総合計画の施策体系をもとに設定した 33 項目に対して、満足度と重要度を点

数化し、満足度を横軸、重要度を縦軸としてグラフ化した図(図表 52)を用いて分析すると、満

足度が低く重要度が高い施策（Ａゾーン）として、「防犯・交通安全対策の推進」や「子育てし

やすい環境の整備」など、８項目があげられています。 

 

図表 52 市政に対する現状の満足度と重要度 

  

 

 

 

 

資料：平成 26年度市民意識調査 

(平成 27年 1月実施） 
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（２）転出入者の意識・希望 

■調査概要 

平成 27年１月から６月に、市民課窓口において転出入の届出をした方を対象にアンケートを実施。 

 総届出数 回答者数 回答率 

転入者 1,915件 898人 46.9％ 

転出者 1,814件 796人 43.9％ 
 

 

① 転出入のきっかけ 

●転出入ともにきっかけは「仕事の都合」が最も多い 

●「住宅購入」をきっかけとする転出入においては県内の移動がほとんどで、特に名古屋市、

安城市、大府市などの近隣市との間での移動が多い 

 

刈谷市へ転入・刈谷市から転出したきっかけを尋ねたところ(図表 53)、転入者の 52％、転

出者の 41％が「就職、転職等による仕事の都合」と回答し、最も多い理由となっています。 

そのほか、転入者では「結婚したため」が多く、転出者では「結婚したため」や「住宅購入」、

「親族と同居、親族宅の近隣に居住」が多くなっています。 

「住宅購入」をきっかけとした転出入の動向をみると、「住宅購入」による転入者の 98％が

愛知県内からの転入で、特に、安城市（21％）や知立市（20％）、大府市（13％）、名古屋市（11％）

などの近隣市が多くなっています。また、転出者においても、97％が愛知県内への転出で、特

に名古屋市（18％）や大府市（17％）、高浜市（10％）、阿久比町（7％）、安城市（6％）、岡崎

市（6％）などが多くなっています。 

 

図表 53 転出入のきっかけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：刈谷市転出入者に対するアンケート調査(平成 27（2015）年実施）  
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② 刈谷市・転出先を選んだ理由 

●転出先を選んだ理由は「勤務地や学校に近い」、「住宅の規模や価格」が多い 

●住宅事情では子育て環境や医療環境の良さで優位性がうかがえる反面、住宅の規模や価格

などでは優位性を感じられない面がうかがえる 

 

刈谷市を選んだ理由、転出先を選んだ理由を尋ねたところ(図表 54)、転入者、転出者ともに、

「勤務地や学校に近い」が最も多く、転出者の約４割は「住宅の規模や価格などが適当である」

と回答しています。 

なお、住宅購入をきっかけとする転出入者に限定した場合、転入者が刈谷市を選んだ理由で

は、「勤務地や学校に近い」に加えて、「子育て環境が充実している」や「病院等の医療機関が

整っている」が多くなっています。 

一方、転出先を選んだ理由では「住宅の規模や価格などが適当である」が最も多くなってお

り、住宅の規模や価格などでは本市に優位性を感じられない面があることがうかがえます。 

 

図表 54 刈谷市を選んだ理由（転入者）・転出先を選んだ理由（転出者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜うち、住宅購入をきっかけとする転出入者に限定した場合＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：刈谷市転出入者に対するアンケート調査(平成 27（2015）年実施）  
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（３）出産・子育てに関する意識・希望（全国的な傾向） 

① 結婚と出産に関する意識 

●理想の子ども数を生まない理由としては、経済的な負担、年齢・身体的な理由が多い 

 

結婚と出産に関する意識について全国と愛知県の比較(図表 55)をみると、独身者を対象にし

た調査では、愛知県では、男性で約 85％、女性で約 92％が結婚意思を持っており、全国平均と

比べると、女性の結婚意思は高いものの、男性の結婚意思が低くなっています。夫婦を対象に

した調査では、全国では理想的な子どもの数は 2.42人となっており、愛知県は全国の平均を下

回る 2.33人となっています。愛知県では、実際に持つ子どもの予定数は 2.03人であり、理想

の子ども数の 2.33人とは 0.3人のギャップがあります。 

予定子ども数が理想子ども数を下回る理由(図表 56)としては、30 代未満の若い世代では、

「子育てや教育にお金がかかりすぎる」など経済的理由に関する回答が多く、30代以上の世代

では、「欲しいけれどもできない」などの年齢・身体的理由に関する回答が多くなっています。 

 

図表 55 結婚と出産に関する意識（全国、愛知県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 56 妻の年齢別にみた、理想の子ども数を持たない理由（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省 第 14回出生動向基本調査（平成 22（2010）年） 

独身者調査：平成 22年６月１日現在の全国の年齢 18歳以上 50歳未満の独身者を対象 

夫婦調査：平成 22年６月１日現在の全国の妻の年齢が 50歳未満の夫婦を対象として妻が回答  
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② 独身者の結婚に対する意識 

●結婚していない理由は、若い世代では結婚への積極的な意欲・動機が少ないこと、年代が

上がるほど出会いの少なさなど結婚の条件が整わないとした理由が多い 

 

独身者の結婚をしない理由(図表 57)をみると、18～24 歳では、男性、女性ともに「まだ若

すぎる」や「必要性を感じない」など結婚への意欲・動機に関する理由が多く、25～34歳では、

男性、女性ともに「適当な相手にめぐり会わない」をはじめ結婚の条件が整わないといった理

由が多くなっています。また、年代が上がるほど、女性では「結婚資金が足りない」という理

由を挙げる人が減っているのに対し、男性では増えています。 

 

図表 57 年齢別にみた独身にとどまっている理由（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省 第 14回出生動向基本調査（平成 22（2010）年） 

  

47.3

38.5

35.4

17.3

17.0

31.0

11.9

23.8

6.1

4.8

41.6

40.7

39.4

18.1

21.9

35.1

7.0

20.8

5.2

10.4

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

まだ若すぎる

まだ必要性を感じない

仕事（学業）にうちこみたい

趣味や娯楽を楽しみたい

自由さや気楽さを失いたくない

適当な相手にめぐり会わない

異性とうまくつきあえない

結婚資金が足りない

住居のめどがたたない

親や周囲が同意しない

男性

女性

（%）
【１８～２４歳】

6.5

31.2

17.8

21.2

25.5

46.2

13.5

30.3

7.6

3.7

2.7

30.4

16.9

20.7

31.1

51.3

11.6

16.5

4.5

5.5

0 10 20 30 40 50 60

まだ若すぎる

まだ必要性を感じない

仕事（学業）にうちこみたい

趣味や娯楽を楽しみたい

自由さや気楽さを失いたくない

適当な相手にめぐり会わない

異性とうまくつきあえない

結婚資金が足りない

住居のめどがたたない

親や周囲が同意しない

男性

女性

（%）
【２５～３４歳】



 

35 

③ 完結出生児数・出生過程の子ども数 

●完結出生児数は 1970年代以降 2.2人程度で安定的に推移していたが近年は 1.96まで低下 

●結婚年齢が早い夫婦ほど出生子ども数が多くなる傾向がある 

 

夫婦の完結出生児数(図表 58)は、1970年代以降 2.2人程度で推移していましたが、平成 17

（2005）年に 2.09人へと低下し、平成 22（2010）年にはさらに 1.96人に低下しています。 

夫婦の結婚年齢別の出生子ども数(図表 59)をみると、妻と夫のどちらにおいても、結婚年齢

が早いほど出生子ども数が多くなる傾向がみられます。結婚持続期間が 15～19年の場合には、

妻の結婚年齢が 20～24 歳では出生子ども数は 2.08 人であるのに対して、25～29 歳では 1.92

人、30～34歳では 1.5人となり、結婚年齢が遅くなるほど、出生子ども数が低下する傾向にあ

ります。 

 

図表 58 完結出生児数（夫婦の最終的な出生子ども数）（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省 第 14回出生動向基本調査（平成 22（2010）年） 

 

図表 59 夫婦の結婚年齢別にみた結婚持続期間別の出生子ども数（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省 第 14回出生動向基本調査（平成 22（2010）年） 
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④ 夫婦の出産と就業状況 

●出産後も就業する妻は４割程度で、パート・派遣として働く割合が増加傾向 

●第１子出産後に就業継続する妻は２割程度で、育児休業制度を利用した就業継続の割合が

増加傾向 

 

子どもを 1人以上産んだ妻について、出産後の就業状態の構成(図表 60)をみると、子どもの

追加予定がある夫婦において、妻の４割程度が正規の職員、パート・派遣、自営業等として就

業している状況となっています。そのうち、パート・派遣として働く割合は２割程度を占めて

おり、近年はその割合が増加傾向にあります。 

第１子の出生年別に第１子出産前後の妻の就業状態の変化(図表 61)をみると、出産退職する

妻の割合が増えているものの、出産後も継続して働く妻の割合は微増傾向にあり、育児休業制

度を利用した就業継続の割合が増えています。 

 

図表 60 出産後の妻の就業状態の構成（子どもの追加予定のある夫婦）（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省 第 14回出生動向基本調査（平成 22（2010）年） 

図表 61 第１子出生年別にみた第１子出産前後の妻の就業変化（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省 第 14回出生動向基本調査（平成 22（2010）年）
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